日銀市第２０号

平成２４年２月２０日

担保差入先　御中

日本銀行金融市場局

「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアル」の一部改正等について
信用判定関係事務につきましては、平素ご協力を賜り厚く御礼申し上げます。
さて、日本銀行では、信用判定企業の合併等に関する手続き整備の観点から、標題のマニュアルを別紙のとおり一部改正し、平成２４年２月２２日から実施することとしましたので、通知します。
以　　上

別紙
「日本銀行担保の適格性判定依頼手続事務マニュアル」中一部改正

○　Ⅰ．４．（６）を次のとおり改める（全面改正）。
（６）合併
○  合併には各種の態様があり、それに応じて手続きも異なりますので、合併に関する情報が判明次第、事前に日本銀行本支店にご相談下さい。この場合、必要に応じて次の書類を日本銀行本支店へご提出頂きますが、企業のホームページ等から日本銀行が入手できる情報で内容を代替できるものについては、提出は不要となります。なお、合併等により、存続する企業と解散する企業がともに信用判定企業である場合は、存続企業の依頼先から必要書類をご提出頂きます。

・企業の合併届（ひな型３）

――  合併概要書を添付して下さい。

・合併契約書写
・合併当事会社の直近期の決算書類 

○　Ⅰ．４．（７）を次のとおり改める（全面改正）。

（７）会社分割

○  会社分割には各種の態様があり、それに応じて手続きも異なりますので、会社分割に関する情報が判明次第、事前に日本銀行本支店にご相談下さい。この場合、必要に応じて次の書類を日本銀行本支店へご提出いただきますが、企業のホームページ等から日本銀行が入手できるものについては、提出は不要となります。

・企業の分割届（ひな型４）

・分割計画書（吸収分割においては分割契約書）写
・債務履行の見込み理由書（ソルベンシーオピニオンを含む）写

――  「ソルベンシーオピニオン写」の提出は同オピニオンを作成している場合に限ります。

・分割当事会社の最近期の決算書類

○　Ⅰ．４．（８）を次のとおり改める（全面改正）。

（８）事業譲渡等
○  事業の全部もしくは重要な一部の譲渡もしくは譲受または債務引受の事実が判明した場合、（６）または（７）に準じて取扱って下さい（この場合も、事前に日本銀行本支店へご相談下さい）。

○　Ⅴ．１．を横線のとおり改める。

１．債券毎の適格性判定依頼

　○

　○

　　（注）ただし、非公募地方債の依頼は、月１回、当該月の最終営業日月末を含む週の最終営業日を締切りとします。
以下略（不変）
















略（不変）


























